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交運労協・連合「交通・運輸」部門連絡会 

2017春季生活闘争勝利3.3総決起集会を開催！ 

交運労協は、3月3日18時、田町交通ビル6階大ホールにおいて、連合「交

通・運輸」部門連絡会との共催で､「2017春季生活闘争勝利3.3総決起集

会」を開催した。 

集会は、木村敬一幹事（連合交通運輸

部門連絡会事務局長）の開会挨拶で始ま

り、集会議長に難波淳介副議長（交運労

協労働条件委員会委員長）を選出し、議

事を進行した。 

主催者を代表して住野敏彦議長は「私

たち交通運輸産業を取り巻く状況は物

流、人流とも総じて堅調であり、所定内

賃金で生計を営むことが可能となる賃金水準の確立をめざしていかなけれ

ばならない。春闘の主役は働く私たちであり、2017春闘を、長時間労働の是

正など働き方改革の取り組みと政策・制度要求の取り組みを車の両輪として

闘っていかなければならない」と挨拶した。 

来賓の神津里季生連合会長は、「この

20年間積みあがってきた大手と中小の格

差は拡大してきており、連合は昨年から

底上げ春闘を展開してきている。労働組

合や賃金制度がある企業はまだ良いが、

問題は未組織にいかに影響力を及ぼして

いくかである。世の中に労働組合の存在

を広く訴えていく春闘としなければならない」と述べた。その後、交運労協

三役の紹介を行った後、髙松伸幸事務局長が2017春闘および政策・制度要求

の取組みについて報告を行った。 

http://www.koun-itf.jp/


2 

 

続いて、４つの構成組織から決意表明が行われた。 

【運輸労連：福本明彦中央書記次長】 

私たちトラック運輸産業は、国内物流の９

割以上を担う日本経済と国民生活を支える基

幹産業である。しかし、1990年の規制緩和以

降、トラック運輸産業は激しい過当競争の時

代に入り、運賃・料金の値下げや過剰サービ

スの提供を余儀なくされた結果、長時間労働・低賃金の産業となり、過労死

数は全産業の３割を超えるなどワースト１位を更新し続ける産業となって

しまった。その結果、若年層から敬遠され、ドライバーの高齢化と人員不足

が加速している。 

トラック運輸産業の危機的状況に対し、国も動き出し、トラック関係の働

き方について議論が行われている。この機を捉え、組織の総力を挙げて、ト

ラック運輸産業の現状を社会に発信する行動を起こしていきたい。運輸労連

は、今春闘において賃上げ率4.5％、額で11,000円中心、一時金120万円以上

の要求を掲げ、闘っていく。 

【私鉄総連：宮﨑功一政治政策局長】 

私鉄、バス、ハイタクを取り巻く情勢は、高

齢化や人口の一極集中、規制緩和などにより地

域の生活交通路線の維持・確保は極めて厳しい

状況となっている。とりわけ、低賃金、長時間

労働、不規則勤務に起因するバスの運転士不足

は深刻な状況となっている。 

私鉄総連は17春闘方針として、平均基本給の２％を定昇相当分、ベア5,600

円、臨時給５か月分、非正規労働者については時間あたり60円以上の引き上

げを確認した。２月８日には全組合が要求書を提出し、回答指定日を大手組

合は３月16日14時、中小・ハイタク専業組合は３月21日15時までとした。経

営側の誠意のない姿勢や、回答指定日時が守られないなど交渉が難航した場

合は、ストライキ設定を行い、積極果敢に闘う。 

【ＪＲ連合：中山耕介政治部長】 

いま、私たちの交通運輸産業において、労

働力不足が深刻な状況となっている。人材不

足や教育不足が不安全事象、労働災害などを

招く原因になっており、交通運輸産業の持続

可能な事業運営のためには人材の確保が喫

緊の課題である。また、長時間労働の是正、
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正規・非正規の均等待遇やワークライフバランス実現の取り組みも重要な課

題である。 

ＪＲ連合は、今春闘において、月例賃金総額6,000円以上の引き上げを柱

とする総合生活改善に取り組む方針を決定し、加盟する99単組すべてが要求

書を提出し、懸命の交渉を重ねている。とりわけ、グループ労組と関連会社

も含めたすべてのＪＲ関係労働者の底上げを図るため、積極的に支援してい

く。また、春闘運動の継承と未組織労働者の組織化にも全力で取り組んでい

きたい。 

【全港湾：諸見力書記次長】 

全港湾は、今春闘において、安心・安全で暮

らせる社会環境の充実、組合員の生活と地位の

向上に向けた取り組みを強化することを確認

した。具体的には、全国統一賃上げとして一律

20,000円、初任給の引き上げ、65歳までの定年

延長、時短、労災企業補償の獲得である。長時

間労働をなくし、無理な働き方をしなくとも生活できる月例給の確保、行き

過ぎた規制緩和による企業収益の減少に歯止めをかけ、企業活動による適正

な料金が確保され労働者に公正な分配がされるよう取り組んでいく。 

中央港湾団交が２月１日にスタートし、17春闘が始まった。全港湾は３月

24日に全国統一回答指定日を設定し、一次回答が不満な場合は翌日にストラ

イキを構えて、前進ある回答を引き出していく。また、春闘ヤマ場の第二波、

第三波のストライキを組織して徹底的に闘う。 

 

４名からの決意表明後、慶島譲治事

務局次長が「交運労協に結集する65万

人の仲間は、2017春季生活闘争を、交

通運輸労働者が最低限確保すべき賃

金水準の指標であるミニマム賃金水

準に基づき、所定内労働で生計を営む

ことが可能となる賃金水準を確立す

るために、全力で闘い抜く」とする集

会宣言（案）を読み上げ、満場一致で採択された後、松岡裕次副議長が閉会

挨拶を行い、最後に住野議長の「団結ガンバロー」で集会は成功裏に終了し

た。 

以 上 
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